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1.1.4 改良トンキロ法 
(1)算定式 

改良トンキロ法による CO2 排出量は、トラックの最大積載量別積載率別に細分化した CO2 
排出原単位に輸送量（トンキロ）を乗じて算定する。トラック以外の鉄道、船舶、航空機の CO2 
排出量は、従来トンキロ法による輸送機関別の輸送トンキロ当たり CO2 排出原単位を使用す

る。 
 

 

図 II-18 改良トンキロ法による CO2 排出量算定式 

 
(2)データ把握方法 
a. CO2 排出量の算定に必要なデータ 
必要なデータは、次のとおりである。 

・使用車両の使用燃料種類、最大積載量 
・車種別の輸送量（トンキロ）（重量（トン）、輸送距離） 
・積載率 

 
b. データの把握手法 
○トラックの使用燃料種類、最大積載量 
貨物輸送に使用しているトラックの使用燃料種類、最大積載量を把握する。 

No. 燃料・電気の種類 単位 ①単位発熱量
②排出係数

(tC/GJ)
参考）③CO2排出係数

(①×②×44/12)

１ ガソリン ｋｌ 34.6 GJ/kl 0.0183 2.32tCO2/kl

２ 軽油 ｋｌ 37.7 GJ/kl 0.0187 2.58tCO2/kl

P62 
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一般的なトラックの使用燃料種類、最大積載量に該当する対象車両は以下のとおりである。 
 
車種 燃料 最大積載量（kg） 対象車両 

軽・小型・普通

貨物車 

ガソリン 軽貨物車 軽貨物車 

～1,999 ライトバン、ルートバン、1トン積トラック 

小型・普通貨物

車 

軽油 2,000以上 2トン積トラック 

～999 ライトバン、ルートバン 

1,000～1,999 1トン積トラック 

2,000～3,999 2トン積トラック 

4,000～5,999 4トン積トラック、5.5トン積トラック 

6,000～7,999 7.5トン積トラック、1個積通運トラック 

8,000～9,999 8トン積トラック、9トン積トラック 

10,000～11,999 10トン積トラック、11トン積トラック 

12,000～16,999 13トン積トラック、2個積通運トラック・トラク

タ、国際海上コンテナ用トラクタ 

注：通運トラック・トラクタは、コンテナを含む重量で最大積載量を適用する。 

表 II-21 トラックの使用燃料種類、最大積載量に該当する対象車両 

 
使用している車両の最大積載量については、物流事業者に指定している場合や事業者ヒアリ

ングにより把握することが可能な場合もあるが、現実的に把握が困難な場合もある。その場合

には、使用が想定される主な車種を設定することが必要である。 
なお、改良トンキロ法の原単位は最大積載量 17ｔ未満のデータに基づき設定されているた

め、17ｔ以上の大型車両については燃費法等で実測により把握するのが望ましい。 
 
○輸送量（トンキロ） 
貨物区分毎に貨物重量（トン）と輸送距離（キロ）を把握し、それぞれ合算する 
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＜貨物重量（トン）＞ 
貨物区分ごとに荷主が自ら把握する。実重量を把握するのが望ましい。貨物重量ではなく貨

物容積や個数で管理されている場合と輸送途中で増減がある品目の貨物重量の算出方法は、以

下のとおりである。 
 
・貨物容積や個数で管理されている場合は、貨物容積単位又は個数単位の貨物重量を求め

て、貨物重量換算に変更して車種別貨物重量を算出する。 
 容積単位当たり貨物重量（トン/m3）×貨物容積（m3）＝貨物重量（トン） 
 個数単位当たり貨物重量（トン/個）×貨物個数（個）＝貨物重量（トン） 
 
・輸送途中で増減がある品目の貨物量は、輸送区間（トリップ）ごとの貨物重量の総和を

輸送区間で除して稼動日ごとの貨物重量（トン）を算出する。 
・これが困難な場合は、稼動日ごとの輸送中の平均積載貨物重量を貨物重量とする。 
貨物重量（トン）の総和／トリップ数＝貨物重量（トン） 
・それも困難な場合には、出発時の総重量を最遠地まで輸送したとみなして稼働日単位の

重量とする 
 

 

図 II-19 輸送途中で増減がある（複数か所への配達がある）場合の輸送量（トンキロ）の算定

方法 

出典）経済産業省省エネ法（荷主）運用指針 ver1.0 

 
○輸送距離 
貨物区分ごとに発着地点を指定した荷主が、発着地点間の距離、都道府県庁所在地間距離等

を活用して推計する。輸送経路が一定でない場合には、稼動日ごとの輸送距離を一定期間（週
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間あるいは月間等）集計して輸送距離とする。 
 
○積載率 
積載率は輸送区間毎に求めるのが正確となるが、現実的には難しい。このため、次の方法の

中で可能な方法を用いて把握する。なお、積載率は重量ベースで把握する。 
 

■輸送区間毎に把握する場合 
輸送区間別に、次のように求める。 
・積載率＝貨物重量／最大積載量 
 
■まとめて集計して把握する場合 
1 か月等の単位で、次のように求める。 
・平均的な積載率（代表的な輸送状態の積載率の単純平均） 
・積載効率＝輸送トンキロ／能力トンキロ（＝最大積載量×輸送距離） 
 

(3)標準原単位 
燃料別最大積載量別の積載率に応じた輸送トンキロ当たり燃料使用量は次の数式に基づき

算出する。 
 

【ガソリン車】ln y=2.67 -0.927 ln (x/100) -0.648 ln z 
【ディーゼル車】ln y=2.71 -0.812 ln (x/100) -0.654 ln z 
ただし、y:輸送トンキロ当たり燃料使用量(l)、x:積載率(%)、z:最大積載量(kg) 
（有効数字２桁）。ln は自然対数。積載率 10％未満の場合は、積載率 10％の時の値を用い

る。 
 
ここで、CNG 車及びハイブリッド車の燃費については今後の検討課題であり、本ガイドラ

インの今後の更新版や業界の設定値を参考とすることができる。 
なお、参考として代表的な最大積載量と積載率に応じた輸送トンキロ当たり燃料使用量は下

表のとおりとなる。 
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注１：より正確にエネルギー使用量を求めるには、関数式に値を代入して原単位を求める。（有効数字２桁） 

注２：積載率 10％未満の場合は、積載率 10％の時の値を用いる。 

注３：CNG 車及びハイブリッド車の燃費については今後の検討課題であり、本ガイドラインの今後の更新版や業

界の設定値を参考とすることができる。 

表 II-22 燃料別最大積載量別積載率別輸送トンキロ当たり燃料使用量（参考表） 

出典）経済産業省告示「貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用量の算定の方法」より算

出 

 
また、積載率の把握が困難な場合には、次に示す最大積載量別に設定した平均積載率に基づ

く原単位を使用することができる。 
 

 

表 II-23 積載率が不明な場合の積載率及び輸送トンキロ当たり燃料使用量 

出典）経済産業省告示「貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用量の算定の方法」 

 
(4)具体的な算定方法 
a. 算定方法（必要データの検討、対策効果の算定方法の策定） 
事業所におけるトラック輸送の CO2 排出量の算定方法は、①輸送区間ごとの輸送量（トン

キロ）と空車走行距離から算出、②実車時の平均積載率から算出、③空車も含めた平均積載率

から算出、の３パターンがある。 
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ここでは、事業者の負担が少なく現実的な方法である「③平均積載率から算出」を例にあげ

て解説する。 
 
平均積載率から算出 
総走行距離に平均積載量を乗じて輸送トンキロを算出し、平均積載率の輸送トンキロ当たり

のエネルギー使用量を乗じて CO2 排出量を算出する。 
ここで平均積載率は常時運行しているトラックの平均的な値とする。 
CO2 排出量 Q は以下のとおりである。 
Q＝C×A×y×単位発熱量（軽油）×炭素排出係数（軽油）×44/12 
 
使用トラック最大積載量（トン）：ｗ 
平均積載量（トン）：C 
総走行距離（km）：A（実車走行距離＋空車走行距離） 
平均積載率（％）：C／w×100 
平均積載率における輸送トンキロ当たりのエネルギー使用量：y 
 

b. 試算例 
最大積載量 10 トンのトラックで以下の輸送を行った場合の CO2 排出量を試算する。 

 

使用トラックの最大積載量（トン） ｗ＝10ｔ 
総走行距離 A＝（20＋15＋20＋10＋25）＝90km 
平均積載率 k＝輸送トンキロ／能力トンキロ＝ 
（6×20＋4×15＋0×20＋8×10+0×25）／10×（20＋15＋20＋10＋25）×100＝29％ 
 
平均積載貨物重量 W＝10×29％＝2.9ｔ 
輸送トンキロＴ＝A×W＝90×2.9＝261 トンキロ 
積載率 29％の輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
y29＝exp(2.71－0.812×ln(29/100)－0.654×ln(10000))＝0.0994l/t・km 
 
CO2 排出量 Q は以下のとおりである。 
Q＝Ｔ×y29×1/1000×単位発熱量（軽油）×排出係数（軽油）×44/12 
＝261×0.0994/1,000×37.7×0.0187×44/12＝0.0671t-CO2 
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1.1.5 従来トンキロ法 
(1)算定式 

従来トンキロ法は、主な輸送機関別の輸送トンキロを使用して簡易に CO2 削減効果を算定

する方法である。算定式は以下のとおりである。 
 

 

図 II-20 従来トンキロ法によるＣＯ２排出量算定式 

 
なお、省エネ法ではトラック以外の輸送機関に対してこの手法を利用できる。 
 

(2)データ把握方法 
a. CO2 排出量の算定に必要な要素 
必要な要素は、以下のとおりである。 
 

・使用車両の業態（営業用、自家用）、車種（軽貨物、小型貨物、普通貨物） 
・車種別の貨物重量（トン） 
・車種別の輸送距離 
 

b. 把握手法 
○トラックの業態（営業用、自家用）、車種（小型貨物、普通貨物） 
貨物輸送に使用しているトラックの業態（営業用、自家用）、車種（小型貨物、普通貨物）を

把握する。 
 
○輸送量（トンキロ） 
貨物区分毎に貨物重量（トン）と輸送距離（キロ）を把握し、それぞれ合算する。 
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＜貨物重量（トン）＞ 
貨物区分ごとに荷主が自ら把握する。実重量を把握するのが望ましい。貨物重量ではなく貨

物容積や個数で管理されている場合と輸送途中で増減がある品目の貨物量の算出方法は、以下

のとおりである。 
 
・貨物容積や個数で管理されている場合は、貨物容積単位又は個数単位の貨物重量を求め

て、貨物重量換算に変更して車種別貨物重量を算出する。 
 容積単位当たり貨物重量（トン/m3）×貨物容積（m3）＝貨物重量（トン） 
 個数単位当たり貨物重量（トン/個）×輸送個数（個）＝貨物重量（トン） 
 
・輸送途中で増減がある品目の貨物量は、輸送区間（トリップ）ごとの貨物重量の総和を

輸送区間で除して稼動日ごとの貨物重量（トン）を算出する。 
・これが困難な場合は、稼動日ごとの輸送中の平均積載貨物重量を貨物重量とする。 

 貨物重量（トン）の総和／トリップ数＝貨物重量（トン） 
・それも困難な場合には、出発時の総重量を最遠地まで輸送したとみなして稼働日単位の

重量とする 
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図 II-21 輸送途中で増減がある（複数か所への配達がある）場合の輸送量（トンキロ）の算定

方法（再掲） 

出典）経済産業省省エネ法（荷主）運用指針 ver1.0 

 
○輸送距離 
貨物区分ごとに発着地点を指定した荷主が、発着地点間の距離、都道府県庁所在地間距離等

を活用して推計する。輸送経路が一定でない場合には、稼動日ごとの輸送距離を一定期間（週

間あるいは月間等）集計して輸送距離とする。 
 

(3)標準原単位 
従来トンキロ法による CO2 排出原単位は、当該年度における各輸送機関の輸送量（トンキ

ロ）、エネルギー消費量、エネルギー別 CO2 排出原単位に基づいて次のとおりに設定してい

る。 
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注 1：普通車とは積載量 3 トン以上のもの 

注 2：自動車は平成 14 年度、鉄道、内航船舶、国内航空は平成 15 年度 

表 II-24 輸送機関別の輸送トンキロ当たり CO2 排出原単位（g-CO2／t・km） 

出典）自動車：国土交通省、鉄道、内航船舶、国内航空：環境省・経済産業省 

 

1.1.6 輸送料金法（参考） 
参考として、輸送料金から求める簡易的な手法を示す。他の方法が不可能な場合にのみ代替手

法として利用する。 

 

出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2003 年度環境調和型ロジスティクス調査報告書』 
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1.1.7 環境効率化指標の設定方法 
輸送における環境効率化指標としては、ロジスティクス活動の規模と組み合わせた燃費（km/l）、

CO2 排出量／輸送トンキロ等と、経営指標と組み合わせた CO2 排出量／売上高、CO2 排出量

／生産量等が考えられる。これらは目的に応じて利用するのが望ましいため、環境効率化指標と

その利用方法を表 II-27 に示す。 
 
環境効率化指標 利用方法 想定される利用者 備考 

燃費（km/l） 走行の効率性（運転技

術等）を評価 
物流事業者 車両の積載率等による補正が

できないと単純な比較は難し

い。 
CO2 排出量／ 
輸送トンキロ 

輸送の環境負荷の経

済的効率性（ 運転技

術、出荷単位の適切さ

等）を評価 

荷主及び物流事業

者 
荷物の種類や輸送形態による

影響を受ける。 
従来トンキロ法で算定した場

合にはモーダルシフトを除き

固定値になりやすいため不適

切 
CO2 排出量／ 
売上高 

輸送での環境負荷の

経済的効率性（環境と

経済のバランス）を評

価 

荷主及び物流事業

者 
事業活動内容によって値は大

きく異なる。 

CO2 排出量／ 
輸送費 

輸送活動の環境面で

の効率性を評価 
荷主 輸送費の定義が一様でないた

め、比較には注意が必要 

CO2 排出量／ 
出荷額 

輸送での環境負荷の

経済的効率性（環境と

経済のバランス）を評

価 

荷主（製造業） 商品によって価格と貨物重量・

貨物容積の関係には大きな開

きがある。 

CO2 排出量／ 
生産量 

供給体制の環境負荷

の経済的効率性（出荷

単位、工場配置の適切

さ等）を評価 

荷主（製造業） 商品の特性（密度や輸送条件）

に影響を受ける。 

注 1：指標としてすべて逆数を取ることも可能 

注 2：燃費、CO2 排出量／輸送トンキロ以外の指標は CO2 排出量を物流拠点と合算して評価することも可能 

注 3：省エネ法ではエネルギー使用量／エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値（原単位）を指標として評価

している。 

表 II-25 輸送における各種環境効率化指標とその利用方法 

出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2004 年度環境調和型ロジスティクス調査報告書』

より作成 

 

 

1.2 計画策定時の目標設定方法 
目標の設定方法にはトップダウンによる方法とボトムアップによる方法とがあるが、ボトムア

ップによる方法の場合には事前の排出量の推計が必要となる。以下、排出量の推計を行う場合の

目標の設定方法を示す。 
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1.2.1 推計時の各算定手法の適用方法 
排出量の推計時には、実績評価時に入手できる各種の実績データ（燃料使用量等）を利用する

ことができない。このため、適用できる算定手法は実績評価時と異なる場合がある（表 II-26）。
ただし、算定手法が異なる場合、算定手法の違いによって排出量の算定結果が異なるため、計画

時の予想と実績との比較のためには、同一の方法を採用することが望ましい。 
 

 

○：適用可能。実績評価時の算定手法にあわせて設定 

△：場合により適用が可能 

×：適用が困難 

表 II-26 企業全体の輸送での目標設定における算定手法の適用方法 

 

1.2.2 目標設定手順 
目標設定手順は図 II-24 のようなステップとなると考えられる。 
 

 

図 II-22 目標設定手順 
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1.2.3 目標値の設定方法 
以下、推計方法別に目標値の設定方法を示す。なお、目標値は絶対値の他に、削減率及び原単

位となっている場合があるが、いずれも絶対値から容易に算出できるため、ここでは絶対値（総

排出量）目標の設定方法を中心に示す。 
*省エネ法では中長期的に毎年 1％エネルギー消費原単位を削減することが目標 
 
(1)燃料使用量・燃費に基づく削減計画の目標値設定方法 

燃料使用量は実績としては把握できるが、事前に計画値を直接推計することは難しいため、

燃費を仮定して配送計画等から推計することとなる。 
荷主の場合には、配送先別の出荷量（配送量）を事業活動計画から推計することができる。

また、利用する車両等の種類や燃費は物流事業者から入手するか、過去の実績から設定するこ

ともできる。このため、取組目標を踏まえて設定したこれらの数値から目標となる燃料使用量

を推計し、目標値としての CO2 排出量を設定することができると考えられる（図 II-23）。 
また、物流事業者の場合には、発生する物流量は事前に把握できないが、発生した物流量に

応じた稼働率や車両等の燃費は把握できるため、荷主から物流量に関する情報を得るか過去の

実績から取組目標を踏まえて推計することにより、目標値としての CO2 排出量を設定するこ

とができると考えられる（図 II-24）。 
 

 

図 II-23 燃費に基づく削減計画の目標値設定方法例（荷主の場合） 
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図 II-24 燃費に基づく削減計画の目標値設定方法例（物流事業者の場合） 

 
(2)トンキロ法に基づく削減計画の目標値設定方法 

トンキロ法は、貨物の輸送を物流事業者に委託していることで、貨物輸送で使用した燃料使

用量の入手が困難な荷主企業を想定している。 
改良トンキロ法により削減計画の目標を設定するには、利用する車両等の種類毎に輸送量

（トンキロ）と積載率を把握していることが前提となる。荷主企業は、配送先別の出荷（配送

量）と輸送区間距離から輸送トンキロを推計することができるが、その情報と合わせて物流事

業者から自社の輸送に利用した配送先別の車両等の種類との紐付けが必要になる。 
目標の設定に当たり、荷主企業の場合には、事業活動計画と委託する物流事業者が利用する

車両等の種類や過去の積載率の情報を入手することにより推計できる。これらの情報に基づい

て取組目標を踏まえた輸送トンキロや積載率の目標値を推計し、目標値となる CO2 排出量を

設定することができる。 
なお、積載率として個々の輸送区間毎の積載率が把握できない場合は、1 か月又は 1 年等一

定期間の平均積載率を用いる。 
従来トンキロ法により削減計画の目標を設定するには、改良トンキロ法のように詳細な情報

は必要なく、配送先別の出荷（配送量）と輸送区間距離により輸送トンキロを把握する。荷主

企業は、事業活動計画に基づいて、過去の実績等を用いながら取組目標を踏まえた輸送機関別

の輸送トンキロや積載率を推計し、目標値となる CO2 排出量を設定することができる。 
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注：なお、積載率として個々の輸送区間毎の積載率が把握できない場合は、1か月又は 1年等一定期間の平均積

載率を用いる。 

図 II-25 改良トンキロ法に基づく削減計画の目標値設定方法例（荷主の場合） 

 

 
図 II-26 従来トンキロ法に基づく削減計画の目標値設定方法例（荷主の場合） 

 

1.2.4 目標となる各種指標の設定方法 
実績評価の際には、CO2 排出量そのもので評価する方法に加え、環境効率化指標を評価する方

法があるが、目標としてはこれらに加え各指標の削減率を設定することもできる。 
以下に、目標となる各種指標の設定方法とその利用方法を示す。 
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指標の種類 利用方法 想定される利用者 備考 

絶
対
値 

CO2 排出量 全体としての環境負荷の

程度を評価 
荷主及び物流事業者  

環
境
効
率
化
指
標 

燃費（km/l） 走行の効率性（運転技術

等）を評価 
物流事業者 車両の積載率等による補正が

できないと比較は難しい。 

CO2 排出量／

輸送トンキロ 

輸送の環境負荷の経済的

効率性（ 運転技術、出

荷単位の適切さ等）を評

価 

荷主及び物流事業者 荷物の種類や輸送形態による

影響を受ける。 

従来トンキロ法で算定した場

合にはモーダルシフトを除き

固定値になりやすいため不適

切 

CO2 排出量／

売上高 

輸送の環境負荷の経済的

効率性（環境と経済のバ

ランス）を評価 

荷主及び物流事業者 事業活動内容によって値は大

きく異なる。 

CO2 排出量／

輸送費 

輸送活動の環境面での効

率性を評価 

荷主 輸送費の定義が一様でないた

め、比較には注意が必要 

CO2 排出量／

出荷額 

輸送の環境負荷の経済的

効率性（環境と経済のバ

ランス）を評価 

荷主（製造業） 商品によって価格と貨物重

量・貨物容積の関係には大き

な開きがある。 

CO2 排出量 

／生産量 

供給体制の環境負荷の経

済的効率性（出荷単位、

工場配置の適切さ等）を

評価 

荷主（製造業） 商品の特性（密度や輸送条

件）に影響を受ける。 

上記の削減率 各種指標の改善度合いを

評価 

荷主及び物流事業者 一定期間にわたり継続的に評

価できる。 

注 1：指標としてすべて逆数を取ることも可能 

注 2：省エネ法ではエネルギー使用量／エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値（原単位）を改善目標として

いる。 

表 II-27 目標となる各種指標とその利用方法（輸送） 
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2． 輸送での削減取組による CO2 削減量の算定 
2.1 実績評価方法 

ここでは、I 編 2.4 で取り上げた代表的な取組を中心に、その削減効果の算定手法を示す。 
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図 II-27 輸送における各種取組と CO2 排出量算定式の関係 

出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2003 年度環境調和型ロジスティクス推進マニュアル』
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想定する取組 
・輸送の効率化 
・モーダルシフト 
・エコドライブ 
・低公害車の導入 
 

2.1.1 算定式 
ここでは、輸送での取組の削減量の算定式を示す。下記の算定基本式に示すように、取組の与

える効果によって燃料使用量、燃費に基づく算定式又は輸送トンキロに基づく算定式を用いるこ

ととなる。 
 

 

図 II-28 輸送における取組による削減量算定基本式 

 
削減量算定の考え方として、以下では次の２種類を挙げる。 
手法１：取組前後の排出量の比較（排出量の算出にあたっては図 II-1 に示した燃料法、改良

トンキロ法等を用いる） 
手法２：LEMS マニュアル方式（『2003 年度環境調和型ロジスティクス推進マニュアル』

に示す方法で、手法１の考えを元に図 II-30 の算定基本式の考え方を用いて取組別に簡略

化したもの） 
 
以下には手法２（LEMS マニュアル方式）による削減量の簡易算定式を示す 1。 
なお、物流量補正係数とは、取組前後で貨物重量が変化した場合に必要な係数である。 
物流量補正係数＝ 取組後の想定貨物重量（トン）※ ／ 取組前の貨物重量（トン） 

※貨物重量（トン）に影響を及ぼす取組がなかった場合の貨物重量 
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(1)燃費に影響する取組の削減効果を算定する場合 
◆算定式 

 
◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 

・車両の整備・点検を行っている。(79) 
・アイドリングストップ（キー抜きロープ、パトロール、啓発活動）を実施している。(81) 
・低公害車・クリーンエネルギー自動車等を導入している。(86) 

 
(2)総走行距離に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 
◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 

・他企業と積み合わせ輸配送を実施している。(45) 
・毎日の輸配送計画に基づいて最適輸配送ルートを選択している。(70) 
・トラックの大型化・トレーラー化により、便数を削減している。(77) 

 
(3)CO2 排出係数に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 

◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 
・低公害車・クリーンエネルギー自動車等を導入している。(86) 

 
(4)燃料使用量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 
◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 

・毎日の輸配送計画に基づいて最適輸配送ルートを選択している。(70) 
・トラックの大型化・トレーラー化により、便数を削減している。(77) 
・車両の整備・点検を行っている。(79) 
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(5)燃料使用原単位に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 
◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 

・車両の整備・点検を行っている。(79) 
・アイドリングストップ（キー抜きロープ、パトロール、啓発活動）を実施している。(81) 
・低公害車・クリーンエネルギー自動車等を導入している。(86) 

 
(6)輸送量（トンキロ）に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 

◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 
・製品や製品個装（びん、チューブなど）を軽量化している。(23) 
・他企業と積み合わせ輸配送を実施している。(45) 
・トラックの大型化・トレーラー化により、便数を削減している。(77) 

出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2003 年度環境調和型ロジスティクス推進マニュア

ル』 

 
2.1.2 削減量の按分について 

荷主の関与 1 により上記取組が実現した場合の削減量については、当該荷主による物流に関わ

る排出削減量を 1.1.2 に述べた按分の考え方に基づき算出することが考えられる。 
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表 II-28 CO2 排出量の荷主別按分方法（再掲） 

 
2.1.3 削減量の算定におけるデータ把握方法 

削減量の算定方法には複数の手法があり、手法毎に必要なデータは異なる。代表的手法として、

燃料法とトンキロ法が挙げられる。ただし、排出総量把握の際に既に把握しているデータが存在

する場合にはそれを有効に活用することが効率的と言える。 
また、荷物が混載されている場合には、排出量の算定と同様に按分が必要となる。 
 
(1)把握が必要なデータ 

削減量の把握に必要なデータとして、例えば次が挙げられる（具体的な算定式は後述）。削減

対策によっては、複数の物流事業者及び荷主のデータが必要となる場合が生じる。 
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削減対策 物流事業者が把握 荷主が把握 

輸送の効率化（幹線輸送共同

化、共同輸配送、物流拠点再 
配置） 

燃費、走行距離 
配送回数 
平均積載率、最大積載量、貨物

重量 

委託貨物重量（トン） 

モーダルシフト 輸送機関毎の燃料使用量（燃

費、走行距離） 
平均積載率、最大積載量、貨物

重量 

委託貨物重量（トン） 

エコドライブ 
（アイドリングストップ） 

燃料使用量（燃費、走行距離） 
輸送量（トンキロ）、貨物重量

（トン） 

委託貨物重量（トン） 

低公害車の導入 
（CNG 車、ハイブリッド車） 

燃料使用量（燃費、走行距離） 
輸送量（トンキロ）、貨物重量

（トン） 

委託貨物重量（トン） 

備考 複数事業者のデータが必要と

なる場合あり 
混載の場合には按分用 
に必要。 

表 II-29 物流事業者と荷主により把握が必要なデータ（例） 

 
(2)データ入手方法 

基本的には 1.1 の内容に準じる。 
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2.1.4 具体例 
取組別の削減量算定の例を以下に示す。2.1.1 に述べた手法１または手法２で算定した手法

を載せている。なお、取組によって、物流事業者と荷主企業の役割や関与が異なる点に留意が

必要である。 
 

削減対策 物流事業者 荷主 

輸送の効率化 
－幹線輸送共同化 
－共同輸配送 
－物流拠点再配置 

 
－ 
取組の直接実施主体 
取組の直接実施主体 

 
取組の直接実施主体 
取組の直接実施主体 
〃（拠点を保有している場合） 

モーダルシフト － 取組の直接実施主体 
エコドライブ 
（ アイドリングスト

ップ） 

取組の直接実施主体 取組支援、要請等 

低公害車の導入 
（CNG 車、ハイブリ

ッド車） 

取組の直接実施主体 取組支援、取引条件指定、要請等 

表 II-30 物流事業者と荷主企業の役割 

 
 (1)輸送の効率化 
1) 幹線輸送の共同化：手法１［改良トンキロ法を使用］ 
同じ区間を 3 社が別々に幹線輸送している貨物を 1 社に共同化する場合の CO2 削減量を

試算する。 
年間貨物量：A 社 Ta＝8,000 トン、B 社 Tb＝7,000 トン、C 社 Tc＝5,000 トン 
発着地間輸送距離：500km 
取組前のトラック： 
A 社最大積載量＝10 トン、平均積載率＝53％ 

平均積載率＝53％により関数式から y1 を算出 
輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
y1＝exp(2.71－0.812×ln(53/100)－0.654×ln(10000))＝0.0609l/t･km 

B 社最大積載量＝10 トン、平均積載率＝47％ 
平均積載率＝47％により関数式から y2 を算出 
輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
y2＝exp(2.71－0.812×ln(47/100)－0.654×ln(10000))＝0.0672l/t･km 

C 社最大積載量＝10 トン、平均積載率＝33％ 
平均積載率＝33％により関数式から y3 を算出 
輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
y3＝exp(2.71－0.812×ln(33/100)－0.654×ln(10000))＝0.0895l/t･km 
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共同化後のトラック： 
年間貨物量 T＝Ta＋Tb＋Tc＝8,000＋7,000＋5,000＝20,000 トン/年 

最大積載量 W＝10 トン、平均積載率＝83％により関数式から Y を算出 
輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
Y＝exp(2.71－0.812×ln(83/100)－0.654×ln(10000))＝0.0423l/t･km 

※平均積載率が不明な場合は、改良トンキロ法の積載率（表 II-22）を平均積載率とする。 
 

単位発熱量（軽油）:Ｊ 
炭素排出係数（軽油）：Ｆとする 

注：関数式とは、p57に示す燃料別の最大積載量と積載率を変数として輸送トンキロあたりの燃料使用量を求め

る関数式を指す。 

 
a. 取組前（現状） 
取組前の CO2 排出量 Q1＝（Ta×L×y1＋Tb×L×y2＋Tc×L×y3）×Ｊ×Ｆ×44/12 
＝（8,000×500×0.0609＋7,000×500×0.0672＋5,000×500×0.0895）× 

37.7/1,000×0.0187×44/12＝1,753 トン 

b. 取組後 
取組後の CO2 排出量 Q2＝（Ta＋Tb＋Tc）×L×Y×Ｊ×Ｆ×44/12 
＝20,000×500×0.0423×37.7/1,000×0.0187×44/12＝1,093 トン 

c. 取組による CO2 削減量 
取組による CO2 削減量＝Q2－Q1＝1,753－1,093＝660 トン 

d. 取組による CO2 削減率 
CO2 削減率＝660／1,753×100＝37.6％ 

 

2) 一定地域内の共同輸配送：手法１［改良トンキロ法を使用］ 
一定地域内の共同輸配送の場合の CO2 排出量を試算する。 

A 社、B 社、C 社それぞれの発地：a1、b1、c1 
同一地域にある到着地：a2、b2、c2 
≪取組前（現状）≫ 
年間発着地間貨物量（トン）：A 社（a1→a2）T1＝500 トン、B 社（b1→b2） 

T2＝600 トン、C 社（c1→c2）T3＝700 トン 
年間発着地間輸送距離（km）：A 社（a1→a2）L1＝90km、B 社（b1→b2）L2＝ 

120km、C 社（c1→c2）L3＝80km 
トラックの最大積載量 w： w1＝2 トン（a1→a2）、w2＝4 トン（b1→b2）、 

w3＝4 トン（c1→c2） 
輸送回数 x： x1＝700 回（a1→a2）、x2＝500 回（b1→b2）、 

x3＝800 回（c1→c2） 
≪取組後≫ 
年間発着地間貨物量（トン）：T1＝500 トン、T2＝600 トン、T3＝700 トン 
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発地センター間 
輸送距離（km）： M1＝10km（a1→b1）、M2＝10km（b1→c1）、 

M3＝70km（c1→d1） 
トラックの最大積載量 W＝8 トン 
輸送回数Ｙ＝300 回 
センター着地間 
輸送距離（km）： N1＝10km（d2→a2）、N2＝0.5km（A2→b2）、 

N3＝0.5km（b2→c2） 
トラックの最大積載量 W＝4 トン 
輸送回数Ｙ＝600 回 
 
a. 取組前（現状） 
A 社、B 社、C 社それぞれの発地 a1、b1、c1 から、それぞれ同一地域にある到着地 a2、

b2、c2 にトラックで配送する。この場合の CO2 排出量 Q1 は、それぞれの距離、貨物重量、

積載率、輸送トンキロ当たりの燃料使用量により次表のとおりに求められる。 
 

発
地 

着
地 

距
離 

積卸
貨物
重量 

輸送トン
キロ 

輸送トンキ
ロ当たり燃
料使用量 

燃料使
用量 

現状の CO2排
出量 Q1 

積載率 
（＝貨物重量
／能力トン） 

トラッ
ク最大
積載量 

輸送
回数 

km トン トンキロ l/t・km ﾘｯﾄﾙ t-CO2 ％ トン 回 

L T LT y LTy (LTyJF)44/12 T/wx w x 
a1 a2 90 500 45,000 0.241 10,845 28.0 36% 2 700 
b1 b2 120 600 72,000 0.176 12,672 32.8 30% 4 500 
c1 c2 80 700 56,000 0.228 12,768 33.0 22% 4 800 
  － － 173,000 － － 93.8 － － － 

注：単位発熱量（軽油）:Ｊ 炭素排出係数（軽油）：Ｆとする 

表 II-31 取組前の CO2 排出量の算出手順 

 
取組前のトラックの輸送トンキロ当たりの燃料使用量（l/t･km）は、各輸送区間の積載率と

関数式から以下のとおりになる。 
ya1＝0.241l/t･km（a1→a2）、ya2＝0.176 l/t･km（b1→b2）、ya3＝0.228l/t･km（c1→c2） 
但し積載率は輸送区間ごとの貨物重量／（トラックの最大積載量 w×輸送回数 x）により算

定。 
算定表より、取組前の CO2 排出量は以下のとおりである。 
CO2 排出量 Q1＝93.8 トン 
 
b. 取組後 
A 社、B 社、C 社それぞれの発地 a1、b1、c1 を巡回輸送して共同配送センターに搬入し、

共同配送センターから同一地域にある到着地 a2、b2、c2 に巡回輸送する。この場合の CO2 排
出量 Q2 は、それぞれの距離、貨物重量、積載率、輸送トンキロ当たりの燃料使用量により次

表のとおりに求められる。 
 

 発 着 距 積卸 輸送トン 輸送トン 燃料 現状の CO2排 積載率 トラ 輸送



79 
 

地 地 離 貨物
重量 

キロ キロ当た
り燃料使

用量 

使用
量 

出量 Q1 （＝貨物重
量／能力ト

ン） 

ック
最大
積載
量 

回数 

km トン トンキロ l/t・km ﾘｯﾄﾙ t-CO2 ％ トン 回 

L T LT y LTy (LTyJF)44/12 T/wx w x 
集
荷 

a1 b1 10 500 5,000 0.150 750 1.9 21% 
8 300 b1 c1 10 1,100 11,000 0.0793 872 2.3 46% 

c1 d1 70 1,800 126,000 0.0532 6,703 17.3 75% 
  － － 142,000 － － 21.5 － － － 

配
送 

d2 a2 10 1,800 18,000 0.0837 1,507 3.9 75% 
4 600 a2 b2 0.5 1,100 550 0.125 69 0.2 46% 

b2 c2 0.5 500 250 0.237 59 0.2 21% 
  － － 18,800 － － 4.2 － － － 

合 計 － － 160,800 － － 25.8 － － － 

注：単位発熱量（軽油）:Ｊ 炭素排出係数（軽油）：Ｆとする 

表 II-32 取組後の CO2 排出量の算出手順 

 

共同配送センター設置前後のトラックの輸送トンキロ当たりの燃料使用量（l/t･km）は、各

輸送区間の積載率と関数式から以下のとおりになる。 
集荷：y’1＝0.150l/t･km（a1→b1）、y’2＝0.0793l/t･km（b1→c1）、y’3＝0.0532l/t･km

（c1→d1） 
配送：y’4＝0.0837l/t･km（d2→a2）、y’5＝0.125l/t･km（a2→b2）、y’6＝0.237 l/t･km

（b2→c2） 
但し積載率は輸送区間ごとの貨物重量／（トラックの最大積載量 w×輸送回数 x）により算

定。 
算定表より、取組前の CO2 排出量は以下のとおりである。 
CO2 排出量 Q2＝21.5＋4.2＝25.8 トン 

 
c. 取組による CO2 削減量 
CO2 削減量＝Q2－Q1＝93.8－25.8＝68.1 トン 

 
d. 取組による CO2 削減率 
CO2 削減率＝68.1／93.8×100＝72.6％ 
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図 II-29 取組による輸送経路の変化 

 
3) 物流拠点の再配置による走行距離削減：手法１［改良トンキロ法を使用］ 
2か所の中継地点を1か所に集約し、輸送距離を短縮した場合のCO2 削減効果を算出する。 

≪取組前（現状）≫ 
発地 A、着地 B、途中の中継地 c1、c2 から c3 に集約 
年間輸送区間貨物重量（トン）：T1＝15,000 トン（A→c1）、T2＝10,000 トン 

（c1→c2）、T3＝20,000 トン（c2→B） 
輸送区間距離（km）： L1＝100km（A→c1）、L2＝70km（c1→c2）、 

L3＝100km（c2→B） 
トラックの最大積載量 w＝10 トン 
輸送回数 x＝3000 回 
≪取組後≫ 
年間輸送区間貨物重量（トン）：T’1＝25,000 トン（A→c3）、T’2＝20,000 トン 

（c3→B） 
輸送区間距離（km）： L’1＝110km（A→c3）、L’2＝105km（c3→B） 
トラックの最大積載量 w＝10 トン 
輸送回数 x＝3000 回 
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図 II-30 取組による輸送経路の変化 

 
a. 取組前（現状） 
発地 A から途中の中継地 c1、c2 で貨物を積卸ししながら着地 B までトラックで輸送する

場合の CO2 排出量 Q1 は、それぞれの距離、貨物重量、積載率、輸送トンキロ当たりの燃料

使用量により次表のとおりに求められる。 
 

発
地 

着
地 

距
離 

貨物重
量 

輸送トン
キロ 

輸送トンキ
ロ当たり燃
料使用量 

燃料使
用量 

現状の CO2排
出量 Q1 

積載率 
（＝貨物重

量／能力ト
ン） 

トラッ
ク最大
積載量 

輸送
回数 

km トン トンキロ l/t・km ﾘｯﾄﾙ t-CO2 ％ トン 回 

L T LT y LTy (LTyJF)44/12 T/wx w x 
A c1 100 15,000 1,500,000 0.0639 95,850 247.9 50% 

10 3,000 c1 c2 70 10,000 700,000 0.0888 62,160 160.8 33% 
c2 B 100 20,000 2,000,000 0.0506 101,200 261.7 67% 
  270 45,000 4,200,000 － － 670.4 － － － 

注：単位発熱量（軽油）:Ｊ 炭素排出係数（軽油）：Ｆとする 

表 II-33 取組前の CO2 排出量の算出手順 

 
取組前の 10 トントラックの輸送トンキロ当たりの燃料使用量（l/t･km）は、各輸送区間の

積載率と関数式から以下のとおりになる。 
y1＝0.0639 l/t･km（A→c1）、y2＝0.0888 l/t･km（c1→c2）、y3＝0.0506 l/t･km（c2→B） 
但し積載率は輸送区間ごとの貨物重量／（トラックの最大積載量 w×輸送回数 x）により算

定。 
算定表より、取組前の CO2 排出量は以下のとおりである。 
CO2 排出量 Q1＝670.4 トン 
 
b. 取組後 
発地 A から途中の中継地 c3 で貨物を積卸して、着地 B までトラックで送する場合の CO2 

排出量 Q2 は、それぞれの距離、貨物重量、積載率、輸送トンキロ当たりの燃料使用量により

次表のとおりに求められる。 
 

 

  



82 
 

発
地 

着
地 

距
離 

貨物重
量 

輸送トン
キロ 

輸送トンキ
ロ当たり燃
料使用量 

燃料使
用量 

現状の CO2排
出量 Q1 

積載率 
（＝貨物重

量／能力ト
ン） 

トラッ
ク最大
積載量 

輸送
回数 

km トン トンキロ l/t・km ﾘｯﾄﾙ t-CO2 ％ トン 回 

L T LT y LTy (LTyJF)44/12 T/wx w x 
A c3 110 25,000 2,750,000 0.0422 116,050 300.1 83% 

10 3,000 
c3 B 105 20,000 2,100,000 0.0506 106,260 274.8 67% 
  215 45,000 4,850,000 － － 574.9 － － － 

注．単位発熱量（軽油）:Ｊ 炭素排出係数（軽油）：Ｆとする 

表 II-34 取組後の CO2 排出量の算出手順 

 
取組前の 10 トントラックの輸送トンキロ当たりの燃料使用量（l/t･km）は、各輸送区間の

積載率と関数式から次のとおりになる。 
y’1＝0.0422l/t･km（A→c3）、y’2＝0.0506 l/t･km（c3→B） 
但し積載率は輸送区間ごとの貨物重量／（トラックの最大積載量 w’×輸送回数 x’）により

算定。 
算定表より、取組前の CO2 排出量は以下のとおりである。 
CO2 排出量 Q2＝574.9 トン 
 
c. 取組による CO2 削減量 
CO2 削減量＝Q2－Q1＝670.4－574.9＝95.4 トン 
 
d. 取組による CO2 削減率 
CO2 削減率＝95.4／670.4×100＝14.2％ 
 

4) 車両の大型化（複数の小型トラックから 1 台の大型トラックに転換） 
：手法１［改良トンキロ法を使用］ 
車両の大型化（複数の小型トラックから 1 台の大型トラックに転換）する場合の CO2 削減

量を算出する。 
年間貨物重量 T＝20,000 トン/年 
発着地間輸送距離 L＝500km 
取組前（現状）のトラック：最大積載量 10 トン、平均積載率＝67％ 
 平均積載率＝67％により関数式から y1 を算出 
 輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
 y1＝exp(2.71－0.812×ln(67/100)－0.654×ln(10000))＝0.0504l/t･km 
大型化後のトラック：最大積載量 22 トントレーラ、平均積載率＝65％ 
 平均積載率＝65％により関数式から y2 を算出 
 輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
 y2＝exp(2.71－0.812×ln(65/100)－0.654×ln(22000))＝0.0308l/t･km 
※平均積載率が不明な場合は、表Ⅱ-22 に示す平均積載率とする。 
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単位発熱量（軽油）:Ｊ 
炭素排出係数（軽油）：Ｆとする 

 
a. 取組前（現状） 
取組前の CO2 排出量 Q1＝T×L×y1×J×F×44/12 
＝20,000×500×0.0504×37.71,000×0.0187×44/12＝1,303 トン 
 
b. 取組後 
対策後の CO2 排出量 Q2＝T×L×y2×J×F×44/12 
＝20,000×500×0.0308×37.7/1,000×0.0187×44/12＝796 トン 
 
c. 取組による CO2 削減量 
CO2 削減量＝Q2－Q1＝1,303－796＝507 トン 
 
d. 取組による CO2 削減率 
CO2 削減率＝507／1,303×100＝38.9％ 
 

5) 配送ルートの最適化による、1 回当たりの走行距離短縮：手法２［燃料法を使用］ 

燃料削減量＝(取組前の 1 回当たり平均走行距離－取組後の1 回当たり平均走行距離)／燃費×

配送回数 
CO2 排出削減量＝燃料削減量×単位発熱量×炭素排出係数×44/12 

 
取組前の 1 回あたり平均走行距離：100km 
取組後の 1 回あたり平均走行距離：90km 
燃費：5km/1 
配送回数：700 回 
燃料削減量＝(100－90)／5×700＝1400(l) 
単位発熱量（軽油）：37.7GJ/kl 
炭素排出係数（軽油）：0.0187tC/GJ 
 
CO2 排出削減量＝1400×37.7/1,000×0.0187×44/12＝3.619t-CO2 

図 II-31 輸送の効率化による算定の例 

 
(2)モーダルシフト 
1) トラックから鉄道への転換：手法１［改良トンキロ法を使用］ 
2 地点間のトラック輸送を鉄道輸送に転換する場合の CO2 削減量を算出する。 

発地 A、着地 B、発積替駅 A1、着地積替駅 B1 
年間貨物量 T＝7,000 トン/年 
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取組前の輸送経路：発地 A→〔トラック L＝500km〕→着地 B 
取組後の輸送経路：発地 A→〔トラック L’1＝45km〕→発駅→〔鉄道 L’2＝480km〕 

→〔トラック L’3＝30km〕→着地 
取組前の輸送機関：トラック 

最大積載量 10 トン、平均積載率＝70％ 
平均積載率 70％により関数式から y1 を算出 
輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
y1＝exp(2.71－0.812×ln(70/100)－0.654×ln(10000)) 
＝0.0486l/t･km 

取組後の輸送機関： 通運トラック 
コンテナ積載率＝85％、2 個積(最大積載量 14,500kg とする) 
コンテナ積載率 85％により関数式から y2 を算出 
輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
y2＝exp(2.71－0.812×ln(85/100)－0.654×ln(14500)) 
＝0.0326l/t･km 
鉄道 
従来トンキロ法により鉄道の CO2 排出原単位 h3 を選定 
CO2 排出原単位 h3＝22 g-CO2/t･km 

※平均積載率が不明な場合は、表Ⅱ-26 に示す平均積載率とする。 
 
単位発熱量（軽油）:Ｊ 
炭素排出係数（軽油）：Ｆとする 
 
a. 取組前（現状） 
取組前の CO2 排出量 Q1＝T×L×y1×J×F×44/12 
＝7,000×500×0.0486×37.7/1,000×0.0187×44/12 
＝439.7 トン 
 
b. 取組後 
取組後の CO2 排出量 Q2＝T×L’2×h3 ＋(T×L’1＋T×L’3)×y2×J×F×44/12 
＝7,000×480×22×1/1,000,000＋（7,000×45＋7,000×30） 
×0.0326×37.7/1,000×0.0187×44/12 
＝118.2 トン 
 
c. 取組による CO2 削減量 
CO2 削減量＝Q2－Q1＝439.7－118.2＝321.5 トン 
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. 取組による CO2 削減率 
CO2 削減率＝321.5／439.7×100＝73.1％ 
 

2) トラックから鉄道への転換（２）：手法１［燃料法を使用］ 
モーダルシフトは、一般に、輸送における CO2 排出原単位の低減を目指した取組であり、

燃料使用量に変化が現れるため、2.1.1(4)燃料使用量に影響する取組の削減効果を算定する場

合に基づいて、CO2 の排出削減量を算定する。モーダルシフトの場合、輸送距離そのものが変

化するため、それを踏まえた算定が必要である。 
下図にモーダルシフトによる CO2 の排出削減量の算定例を示す。 
 

 
注 1：取組前後とも委託業者による輸送を想定した。 

注 2：鉄道については燃料使用量が得られなかった場合を想定した。 

図 II-32 トラックから鉄道へのモーダルシフトによる算定の例 

 

3) トラックから船舶への転換：手法１［従来トンキロ法を使用］ 
中国地方から大阪には陸送、東京には海上輸送していたのを両方とも海上輸送に転換した場

合の算定例を示す（図 II-33、表 II-35）。 
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図 II-33 トラックから船舶へのモーダルシフトの例 

 

 

表 II-35 取組による CO2 排出削減量の算定例 
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(3)エコドライブ（アイドリングストップ）：手法２［燃料法を使用］ 
アイドリングストップは、燃料の無駄な使用を避けるための取組で、燃費の向上につながる

ものである。このため、2.1.1(1)燃費に影響する取組の削減効果を算定する場合に相当する。 
この場合、次のような算定式となる。 

燃料使用削減量＝取組後の燃料使用量×（取組後の燃費／取組前の燃費－1） 
CO2 排出削減量＝燃料使用削減量×CO2 排出係数 
 

取組後の燃料使用量：100kl 
取組後の燃費：6 km/l 
取組前の燃費：5 km/l 

燃料使用削減量＝100×(6／5－1)＝20kl 
単位発熱量（軽油）：37.7GJ/kl 
炭素排出係数（軽油）：0.0187tC/GJ 

CO2 排出削減量＝20×37.7×0.0187×44/12＝51.7t-CO2 
図 II-33 アイドリングストップによる算定の例 

 
(4)低公害車の導入：手法２［燃料法を使用］ 

低公害車には、CO2 排出量の観点からは、次の二つの種類がある。 
・既存の自動車（ガソリン車、ディーゼル車）と同じエンジン形式で同じ燃料を使用するが、

非常に低燃費のもの（低燃費車） 
・既存の自動車とは使用する燃料が異なり、燃費、排出係数とも異なるもの（新燃料自動車） 

 
新燃料自動車の場合は、2.1.1(3)CO2 排出係数に影響する取組の削減効果を算定する場合と

同じになるため、次のような算定方法となる。 

CO2 排出削減量＝ � {(取組前の燃料使用量 × 取組前に使用した燃料の CO2
燃料種類

 

 排出係数)－(取組後の燃料使用量×取組後に使用した燃料の CO2 排出係数）} 
※燃料種類は、取組により変化したもののみ 

取組前の燃料使用量： 90,000 l 
取組後の燃料使用量：100,000 Nm3 
取組前に使用した燃料の単位発熱量：37.7GJ/kl（軽油） 
取組前に使用した燃料の炭素排出係数：0.0187tC/GJ（軽油） 
取組後に使用した燃料の単位発熱量：41.1MJ/ Nm3（都市ガス） 
取組後に使用した燃料の炭素排出係数：0.0138tC/GJ（都市ガス） 

CO2 排出削減量 
＝(90,000×37.7/1,000×0.0187×44/12)－(100,000×41.1/1,000×0.0138×44/12) 
＝24.7t-CO2 

図 II-34 低公害車の導入による算定の例 
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(5)その他（アウトソーシング（自営転換））：手法１［改良トンキロ法を使用］ 

自社専用トラックで発地 A から着地 B に年間 T トン輸送している貨物をアウトソーシン

グにより物流事業者に委託する場合の CO2 削減効果を算出する。 
≪取組前（現状）≫ 
年間貨物量：T＝2,000 トン 
発着地間輸送距離：150km 

取組前の自社トラック：最大積載量 10 トン、平均積載率 33％ 
平均積載率 33％により関係式から y1 を算出 
輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
y1＝exp(2.71－0.812×ln(33/100)－0.654×ln(10000))＝0.0895l/t･km 

≪取組後≫ 
取組後の委託貨物を輸送するトラックの年間貨物量：T’＝2,000 トン 
発着地間輸送距離：150km 
外部委託することによりトラックの平均積載率が 33％から 75％に向上 

取組後のトラック：最大積載量 10 トン、平均積載率 75％ 
平均積載率 75％により関数式から y2 を算出 
輸送トンキロ当たりの燃料使用量 
y2＝exp(2.71－0.812×ln(75/100)－0.654×ln(10000))＝0.0460l/t･km 
 

単位発熱量（軽油）:Ｊ 
炭素排出係数（軽油）：Ｆとする 
 
a. 取組前（現状） 
取組前の CO2 排出量 Q1＝T×L×y1×J×F×44/12 
＝2,000×150×0.0895×37.7/1,000×0.0187×44/12 
＝69.41 トン 
 
b. 取組後 
取組後の CO2 排出量 Q2＝T’×L×y2××J×F×44/12 
＝2,000×150×0.0460×37.7/1,000×0.0187×44/12 
＝35.67 トン 
 
c. 取組による CO2 削減量 
CO2 削減量＝Q2－Q1＝69.41－35.67＝33.7 トン 
 
d. 取組による CO2 削減率 
CO2 削減率＝33.67／69.41×100＝51.4％  
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2.2 計画策定時の目標設定方法 
2.2.1 目標設定手順 

目標設定を行う削減対策を選定するにあたっては、下記のようなプロセスによる検討を行うこ

とが考えられる。 
① CO2 排出量等の調査と評価分析 
② 削減対策の個別検討 
③ 削減対策の選定 
 

検討ステップ 検討内容 

CO2 排出量等の調査と評価分析 企業の輸配送における燃料消費（自家輸送/委託分）

の実態を把握する。 
削減対策の個別検討 実施可能な対策の抽出を行い、その実施可能性につ

いて、費用対効果等の観点から検討を行う。 
削減対策の選定 上記検討結果に基づき、削減目標を立てて実施すべ

き対策を選定する。 
表 II-36 削減対策検討のステップ 

 
なお、省エネ法では計画書において対策毎にエネルギー使用合理化期待効果を記載するように

なっている。 
 

2.2.2 目標設定方法 
(1)実施方法と目標値 

2.2.1 に示した検討ステップを経て選定された削減対策について、その具体的な実施計画を

策定する。 
・実施計画における記載項目（例） 
・対策の実施対象、実施期間 
・対策実施による削減目標（総量/原単位） 
・得られる CO2 削減効果 
・対策実施に必要なコスト 
・費用対効果等 
省エネ/CO2 削減の目標値については、既存の事例あるいは試験的実施を通じ、適切な値を

設定する必要がある。 
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対策 設定方法（例） 

輸送の効率化 既存導入事例等を参考に削減効果の試算を実施し、目標値を設定。 
モーダルシフト 既存導入事例等を参考に削減効果の試算を実施し、目標値を設定。 
エコドライブ 既存の導入事例あるいは試験的実施により得られた実績値をベースに

設定。 
例：経験値的に数％の燃費改善効果あり→前年比５％up 等 

低公害車の導入 既存の導入事例あるいは試験的実施により得られた実績値をベースに

設定。 
例：対既存車比５％程度の燃費改善、あるいは導入台数による目標設定 

表 II-37 目標値の設定例 

 
(2)データ入手方法 

試験的な実施データ等が存在する場合には、削減量算定方法の内容に準じ、データを取得す

る。 
実績データがない場合には、他の導入事例を活用する。 
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2.2.3 目標値設定の具体例 
取組別の目標値設定の例を以下に示す。 
(1)輸送の効率化 

国土交通省は、モーダルシフト、共同化、トラックの低公害車化等による「環境負荷の小さ

い物流体系の構築を目指す実証実験」を対象に、荷主と物流事業者が共同して行い、かつ一定

の環境負荷低減効果が認められるものを認定し、補助金を交付している。 
認定された平成 16 年度認証実験から、目標値の設定の参考とする輸送の効率化策の削減効

果を示す。ここで取り上げた輸送の効率化策は、物流拠点の集約化、車両の大型化等の輸送の

効率化策、モーダルシフトで、それぞれの個別の対策ごとに既存導入事例による CO2 排出量

の削減率を整理した。 
物流事業者が事業計画に基づいて輸送の効率策における CO2 削減の目標値を設定する場合

は、これらの事例による削減効果を参考に目標値を設定することになる。 
 

1) 車両の大型化 
物流事業者の場合の試算例では、10 トントラックから 22 トントレーラに大型化した場合、

CO2 削減率は 57.5％である。広島県本郷～佐賀県の 10 トントラックによる輸送をトレーラ

ー輸送に転換した「幹線輸送におけるトラックの大型化による CO2 排出量削減実験」では、

以下に示すとおり 41.5％の削減率になる。 
 

 
表 II-38幹線輸送におけるトラックの大型化によるＣＯ２排出量削減実験例 

 
2) 幹線輸送の共同化 
物流事業者の場合の試算例では、３社が別々に 10 トントラックで幹線輸送していた貨物を

10 トントラック 1 台に転換した場合、CO2 削減率は 39.3％になる。また、東京～大阪間の

4t 車による個別輸送を、15t 車による共同輸送に転換した「「ラック」を使用した関東・関西

間でのトラック輸送効率化実証実験」では、以下に示すとおり 38.2％の削減率になる。 
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表 II-39 「ラック」を使用した関東・関西間でのトラック輸送効率化実証実験例 

 
3) 物流拠点集約による輸送効率化 
物流事業者の場合の試算例では、2 か所の中継地点を 1 か所に集約し、輸送距離を短縮した

場合、CO2 削減率は 13.8％になる。また、菓子原材料、菓子、包装材料の物流拠点が分散し

ていたため、輸送の効率化を図ることを目的に物流拠点を坂戸に集約化した「物流拠点集約に

よる幹線輸送距離の短縮実証実験」では、以下に示すとおり 34.6％の削減率になる。 
 

 

表 II-40 物流拠点集約による幹線輸送距離の短縮実証実験例 
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(2)トラックから鉄道、船舶へのモーダルシフト 

物流事業者の場合の試算例では、輸送区間 500km、年間 7,000 トンの 10 トントラックに

よる輸送を鉄道輸送に転換する場合、CO2 削減率は 74.0％になる。 
精密機器と空コンを合わせて年間 744 トンを伊丹から郡山までトラック輸送していた貨物

を鉄道輸送に転換した「久米電気㈱精密機器鉄道活用実証実験」では、以下に示すとおり 86.9％
の削減率になる。甘木から横浜までトラック輸送していたインテリア家具を RORO 船利用に

転換した「福岡→関東間 RORO 船利用によるモーダルシフト実証実験」では、CO2 削減率は

70.6％になる。 
 

 

表 II-41 米電気㈱精密機器鉄道活用実証実験例 

 

 

表 II-42 福岡→関東間 RORO 船利用によるモーダルシフト実証実験例 
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(3)エコドライブ 

（社）全日本トラック協会の「省エネ運転マニュアル」によると、省エネ運転による燃料節

減効果は以下に示すとおりである。これは、ドライバーに省エネ運転方法を指導した結果得ら

れた削減効果である。この燃料節減率の平均値である 12.4％を維持するには、ドライバーに対

して日常的に指導しなければ維持できないので、エコドライブによる燃料削減効果の最大値で

あると考えられる。 
 

 

表 II-43 省エネ運転による燃料節減効果 

 
参考）取組別目標値から事業所の取組全体の目標値への集約 

削減計画の策定に当たり、まず事業所の現状の物流実態を把握、評価し、実施可能な個別対

策を検討する。検討結果に基づき CO2 削減を図るための輸送効率化策や低公害車の導入等の

取組別に目標値を設定し、個別対策の CO2 削減量を合算した削減量が事業所全体の削減目標

値になる。 
 

 

図 II-35 対策全体の取組効果の目標値設定例 
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III 編 物流拠点での CO2 排出量の算定 

1． 物流拠点での企業全体の CO2 排出量の算定 
1.1 実績評価方法 
1.1.1 算定手法と按分方法 

(1)算定式 
物流センター、倉庫、工場の荷捌き場、店舗の荷捌き場等の物流拠点における、保管、包装、

荷役、流通加工等の活動により発生する CO2 排出量を対象とする。標準手法として、電気使

用量と燃料使用量から CO2 排出量を算定する。 
 

 

CO2排出係数 

№ 燃料・電気の種類 単位 ①単位発熱量 
②排出係数

（kgC/MJ） 
③CO2排出係数 

（①×②×44/12） 
1 ガソリン ㍑ 34.6 MJ/㍑ 0.0183 2.32 kgCO2/㍑ 
2 軽油 ㍑ 37.7 MJ/㍑ 0.0187 2.58 kgCO2/㍑ 
3 A 重油 ㍑ 39.1 MJ/㍑ 0.0189 2.71 kgCO2/㍑ 
4 都市ガス N ㎥ 44.8 MJ/N ㎥ 0.0136 2.27 kgCO2/N ㎥ 
5 電気（昼間） kWh 9.97 MJ/kWh － 0.579 kgCO2/kWh 
6 電気（夜間） kWh 9.28 MJ/kWh － 0.579 kgCO2/kWh 
7 電気（一般電気事業者以外） kWh 9.76 MJ/kWh － 0.579 kgCO2/kWh 

注 1：「①単位発熱量」と「②排出係数」は変更されることがあるため、常に最新のデータを利用すること。 

注 2：「③CO2排出係数」は参考値（燃料等の使用量から CO2 排出量を直接求める場合はこの値も使用でき

る）。 

①の出典）経済産業省告示第六十六号 平成 18年３月 29日 別表第 1、経済産業省告示第六十七号 平成 21

年 3月 31日 

②の出典）『事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガイドライン（試案 ver.1.6）』環境省地球環境局 

図 III-1 物流拠点における CO2 排出量算定式 

出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2003 年度環境調和型ロジスティクス推進マニュア

ル』より作成 

 
(2)把握対象範囲 

物流拠点には、物流センターや荷捌き場のような短時間で荷物が通過していく通過型物流拠

点（トランスファーセンター）や流通加工を含む物流センター、長期の保管を目的とした倉庫

の 2 種類に分けた時、倉庫については CO2 排出量が保管期間に大きく左右されるが、保管期

間は荷主の意向による部分が大きいため荷主も把握対象とすべきである。通過型物流拠点（ト

CO2排出係数
（kg-CO2/kWh）

期初の燃料在庫量
（㍑）

燃料購入量
（㍑）

期末の燃料在庫量
（㍑）

*データ収集・作成については、P. 99 参照

＝

＋ －

CO2排出量
（kg-CO2）

電気購入量
（kWh）

電気使用量
（kWh）

燃料使用量
（㍑）

CO2排出係数
（kg-CO2/㍑）

＝ ×

×
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ランスファーセンター）や物流センターも把握対象とするのが望ましいが、荷主が非常に多数

ある場合があること、特に特積み輸送では拠点での取り扱い方法に荷主はあまり関与できない

ことから荷主側では把握対象外とすることもやむをえないと考えられる。 
 

 

注１：長期は 24 時間以上、短期は 24 時間未満 

注２：○は必須、△は推奨（可能な場合） 

図 III-2 荷主にとっての物流拠点の把握対象範囲 

出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2004 年度環境調和型ロジスティクス第 2 回委員会

資料』 

 
(3)各種按分方法とその適用方法 

物流拠点の場合にも複数の荷主が共同で利用することがあり、この場合には輸送と同様按分

が必要となる。 
物流拠点での CO2 排出量の按分方法としては、荷主別の面積、容積、物流量、料金に着目

した方法がありうる。これらの按分方法とその適用方法をまとめると表 III-1 のようになる。 
 

按分方法 対応する排出源 適用可能な対象 

面積按分 照明・空調 面積契約を行っている又は１棟単位で利用している

場合の倉庫 
物流量按分 動力（コンベヤ、フォー

クリフト等） 
上記以外の倉庫 
通過型物流拠点（トランスファーセンター） 
流通加工を含む物流センター 

容積按分 冷凍冷蔵庫 （建物の天井高さはフロアによってもあまり変わら

ないため、面積按分とほぼ同じになるケースが多い） 
料金按分 なし（簡易法） 上記の按分方法が難しい場合 

注 1：面積･･･荷主の荷物の荷役や保管に利用する荷捌き場・倉庫の面積等 

物流量･･･荷主の荷物の物流量（トン、m3） 

容積･･･荷主の荷物の保管に利用する倉庫の容積 

注 2：網掛けは、主に利用が想定される手法 

表 III-1 物流拠点からの CO2 排出量の按分方法と適用方法 

出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2004 年度環境調和型ロジスティクス調査報告書』 

 
1.1.2 按分方法別の算定方法 

物流事業者が自らの物流拠点における CO2 排出量を算定する場合には、所有あるいは賃貸に
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より使用している物流拠点で電気使用量及び燃料使用量から算定することとなる。一方、物流事

業者でも事務所や社宅等物流拠点以外の施設が含まれた電気使用量しかわからない場合、複数の

荷主が利用する物流拠点分を荷主が算定する場合には、按分が必要となる。 
以下、按分方法別に算定方法を示した後、共通に必要となる電気使用量及び燃料使用量の把握

方法を示す。 
 
(1)面積按分 

面積契約を行っている又は１棟単位で利用している場合の営業倉庫に対しては、面積按分で

算定するのが妥当である。照明や空調設備での電気使用量は面積に比例していると考えられる

ため、これらが中心の場合には特に適している。 
面積按分に当たっては、実際にその面積を使用していた期間も考慮する必要がある。このた

め、例えば月間の荷主別 CO2 排出量を算定する場合には、図 III-3 のような算定式となる。 
なお、物流事業者が再保管を行っている場合には、再保管先から電気・燃料使用量又は CO2 

排出量を入手し、あわせて荷主に報告する。 
 

 

※1ヶ月単位での算定を想定 

図 III-3 面積按分による物流拠点からの CO2 排出量算定式 

 
なお、この方法は事務所や社宅等物流拠点以外の施設が含まれた電気使用量しかわからない

物流事業者が、物流拠点分を算定する場合にも用いることができる。 
 

(2)物流量（重量）按分 
面積按分が難しい営業倉庫、通過型物流拠点（トランスファーセンター）や流通加工を含む

物流センターの場合、荷物の量に応じて按分することが考えられる。動力（コンベヤ、フォー

クリフト等）によるエネルギー使用量が大きい場合、機器による仕事量は荷物の重量によって

決まることから、適している。 
営業倉庫の場合、荷物により保管期間がまちまちであり按分の際には考慮する必要がある。 
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※1ヶ月単位での算定を想定 

図 III-4 物流量(重量)按分による物流拠点(営業倉庫)からの CO2 排出量算定式 

 
通過型物流拠点（トランスファーセンター）や流通加工を含む物流センターの場合、荷物の

滞在時間は短く、計測不可能であるため単純に一定期間内の物流量（重量）で按分する。 
 

 

※1ヶ月単位での算定を想定 

注：通過型物流拠点（トランスファーセンター）、流通加工を含む物流センターの場合 

図 III-5 物流量(重量)按分による物流拠点(トランスファーセンター等)からの 

CO2 排出量算定式 

 
(3)容積按分 

冷凍冷蔵倉庫等で 1 段ごとに利用区分を設けている場合等、立体的な利用区分となってい

る場合、容積按分も適用できる。容積の単位としては、m3 の他、ブロック数等も利用できる。 



99 
 

ただし、建物の天井高さはフロアによってもあまり変わらないため、面積按分とほぼ同じに

なるケースが多い。 
 

 

※1ヶ月単位での算定を想定 

図 III-6 容積按分による物流拠点からの CO2 排出量算定式 

 
(4)料金按分 

上記のいずれも難しい場合、簡易法として荷主別料金で按分する。ただし、この 
方法の場合、料金は様々な要素で決まっており CO2 排出量を正しく反映していない 
可能性がある。 
 

(5)データ把握方法 
1) 電気使用量 
伝票に記載された各月の電気使用量、または自ら検針等して測定した電気使用量を集計する。

複数の電気事業者を利用している場合は、電気事業者ごとに集計する。 
荷主の場合には、物流事業者から按分された燃料使用量又は CO2 排出量の報告を受ける。 
 

2) 燃料使用量 
購入伝票等に基づいて燃料購入量を集計するとともに、期初と期末に在庫量を自ら実測して

把握する。 
荷主の場合には、物流事業者から按分された燃料使用量又は CO2 排出量の報告を受ける。 
 

1.1.3 環境効率化指標の設定方法 
物流拠点活動における環境効率化指標としては、ロジスティクス活動の規模と組み合わせた

CO2 排出量／延床面積と、経営指標と組み合わせた CO2 排出量／売上高、CO2 排出量／生

産量等が考えられる。これらは目的に応じて利用するのが望ましいため、環境効率化指標とそ

の利用方法を表 III-2 に示す。 
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環境効率化指標 利用方法 想定される利用者 備考 

CO2 排出量／ 
売上高 

物流拠点での環境負荷の

経済的効率性（環境と経

済のバランス）を評価 

荷主及び物流事業者 事業活動内容によって

値は大きく異なる。 

CO2 排出量／ 
物流費 

物流活動の環境面での効

率性を評価 
荷主 物流費の定義が一様で

ないため、比較には注

意が必要 
CO2 排出量／ 

出荷額 
物流拠点での環境負荷の

経済的効率性（環境と経

済のバランス）を評価 

荷主（製造業） 商品によって価格と重

量・容積の関係には大

きな開きがある。 
CO2 排出量／ 

生産量 
供給体制の環境負荷の経

済的効率性（出荷単位、

工場配置の適切さ等）を

評価 

荷主（製造業） 商品の特性（密度や輸

送条件）に影響を受け

る。 

CO2 排出量／ 
延床面積 

物流拠点でのエネルギー

利用の効率性を評価 
倉庫業等拠点活動 
を主とするもの 

倉庫の場合、温度条件

により異なるため単純

な比較は難しい。 
注 1：指標としてすべて逆数を取ることも可能 

注 2：CO2 排出量／延床面積以外の指標は CO2 排出量を輸送と合算して評価することも可能 

表 III-2 物流拠点活動における各種環境効率化指標とその利用方法 

出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2004 年度環境調和型ロジスティクス調査報告書』 
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1.2 計画策定時の目標設定方法 
目標の設定方法にはトップダウンによる方法とボトムアップによる方法とがあるが、ボトムア

ップによる方法の場合には事前の排出量の推計が必要となる。以下、排出量の推計を行う場合の

目標の設定方法を示す。 
 

1.2.1 推計時の算定手法の適用方法 
排出量の推計時には、実績評価時に入手できる各種の実績データ（電気使用量等）を利用す

ることができない。このため、実績評価時の算定手法である電気使用量と燃料使用量を直接把

握する方法を用いることはできない。このため、実績データを用いて何らかの推定をすること

が必要となる。推定の方法としては、各種の物流拠点からの CO2 排出量に最も影響のある排

出源に関わる指標を用いて排出原単位を作成し、それを基に算定することが考えられる。 
具体的には、以下のようになる。 
 

推定方法 排出原単位 対応する排出源 

利用面積・日×排出原単位 CO2 排出量(kg)／利用面積・日(m2・日) 照明・空調 
物流量×排出原単位 CO2 排出量(kg)／物流量(t) 動力（コンベヤ、フ

ォークリフト等） 
容積×排出原単位 CO2 排出量(kg)／容積(m3) 冷凍冷蔵庫 
料金×排出原単位 CO2 排出量(kg)／利用料金(円) なし（簡易法） 

注 1：面積･･･荷主の荷物の荷役や保管に利用する荷捌き場・倉庫の面積等 

物流量･･･荷主の荷物の物流量（トン・m3） 

容積･･･荷主の荷物の保管に利用する倉庫の容積 

注 2：網掛けは、主に利用が想定される手法 

表 III-3 物流拠点からの CO2 排出量の推定方法 

 
1.2.2 目標設定手順 

目標設定手順は輸送の場合と同様、図 III-7 のようなステップとなると考えられる。 
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図 III-7 目標設定手順（再掲） 

 
1.2.3 目標値の設定方法 

以下、物流拠点活動からの CO2 排出量目標値の設定方法を示す。なお、目標値は絶対値の他

に、削減率及び原単位となっている場合があるが、いずれも絶対値から容易に算出できるため、

ここでは絶対値（総排出量）目標の設定方法を中心に示す。 
燃料使用量は実績としては把握できるが、事前に計画値を直接推計することは難しいため、排

出原単位を仮定して輸配送計画や在庫計画等から推計することとなる。 
例えば、物流拠点として倉庫を想定すると、荷主の場合には、配送先別の出荷量（配送量）を

事業活動計画から推計することができる。また、輸配送計画や在庫計画から倉庫の利用量を推計

することができる。CO2 排出原単位は物流事業者から利用面積・日と CO2 排出量の実績値を得

れば計算できる。このため、取組目標を踏まえて設定したこれらの数値から目標となる燃料使用

量を推計し、目標値としての CO2 排出量を設定することができると考えられる（図 III-7）。 
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※いずれも、目標となる数値を利用する 

図 III-8 倉庫における削減計画の目標値設定方法例（荷主の場合） 

 
また、物流事業者の場合には、発生する物流量は事前に把握できないが、発生した物流量に応

じた利用面積・日や CO2 排出原単位は把握できるため、荷主から物流量に関する情報を得るか過

去の実績から取組目標を踏まえて推計することにより、目標値としての CO2 排出量を設定するこ

とができると考えられる（図 III-8）。 
 

 

※いずれも、目標となる数値を利用する 

図 III-9 倉庫における削減計画の目標値設定方法例（物流事業者の場合） 
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1.2.4 目標となる各種指標の設定方法 
実績評価の際には、CO2 排出量そのもので評価する方法に加え、環境効率化指標を評価する方

法があるが、目標としてはこれらに加え各指標の削減率を設定することもできる。 
以下に、目標となる各種指標の設定方法とその利用方法を示す。 
 

指標の種類 利用方法 想定される利用者 備考 

絶
対
値 

CO2 排出量 全体としての環境負荷

の程度を評価 
荷主及び物流事業者  

環
境
効
率
化
指
標 

CO2 排出量 
／売上高 

物流拠点での環境負荷

の経済的効率性（環境

と経済のバランス）を

評価 

荷主及び物流事業者 事業活動内容によって値

は大きく異なる。 

CO2 排出量 
／物流費 

物流活動の環境面での

効率性を評価 
荷主 物流費の定義が一様でな

いため、比較には注意が

必要 
CO2 排出量 
／出荷額 

物流拠点での環境負荷

の経済的効率性（環境

と経済のバランス）を

評価 

荷主（製造業） 商品によって価格と重

量・容積の関係には大き

な開きがある。 

CO2 排出量 
／生産量 

供給体制の環境負荷の

経済的効率性（出荷単

位、工場配置の適切さ

等）を評価 

荷主（製造業） 商品の特性（密度や輸送

条件）に影響を受ける。 

CO2 排出量 
／延床面積 

物流拠点でのエネルギ

ー利用の効率性を評価 
倉庫業等拠点活動を

主とするもの 
倉庫の場合、温度条件に

より異なるため単純な比

較は難しい。 
上記の削減率 各種指標の改善度合い

を評価 
荷主及び物流事業者 一定期間にわたり継続的

に評価できる。 
注：指標としてすべて逆数を取ることも可能 

表 III-4 目標となる各種指標とその利用方法（物流拠点） 
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2． 物流拠点での削減取組による CO2 削減量の算定 
2.1 実績評価方法 

ここでは、物流拠点における代表的な取組を中心に、その削減効果の算定手法を示す。以下の

図には各種取組と CO2 排出量算定式との関係を示している。これにより、各種取組が算定式の

いずれの要素に効果を及ぼしているかが分かる。 
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図 III-10 物流拠点における各種取組と CO2 排出量算定式の関係 

出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2003 年度環境調和型ロジスティクス推進マニュアル』 
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2.1.1 取組別算定式 
(1)算定手法と按分方法 

ここでは、物流拠点における取組による CO2 削減量の算定式を示す。 
 

 
※電気使用量の部分が燃料使用量となる場合もある。 

※上記以外に使用エネルギーの転換（例：ガソリン→電力）も考えられる。 

図 III-11 物流拠点における取組による削減量算定式 

 
上図右側に示した取組の分類毎に CO2 排出削減量の算定式を示す。 
物流量補正係数の考え方は II 編に示した通りである。 
 

1) 使用面積に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 

◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 
・ユニットロード（サイズ）を考慮して、製品を開発している。(22) 
・物流拠点を他社と共同で利用している。(46) 
・荷役・保管・流通加工作業を平準化している。(107) 
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2) 面積当たり電気使用量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 

◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 
・省エネ型、低公害型の包装用機器を導入している。(66) 
・省エネ型物流機器、低公害型物流機器を導入している。(91) 
・空調や照明に LED 等の省エネ機器を導入している。(104) 

 
3) 電気使用量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 
◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 

・ユニットロード（サイズ）を考慮して、製品を開発している。(22) 
・物流拠点を他社と共同で利用している。(46) 
・省エネ型、低公害型の包装用機器を導入している。(66) 

 
4) 物流量当たり電気使用量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 

◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 
・物流拠点を他社と共同で利用している。(46) 
・省エネ型物流機器、低公害型物流機器を導入している。(91) 
・空調や照明に省エネ機器を導入している。(104) 

 
5) 物流量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

 
◆対応する取組例（）内はチェック項目の ID 番号 

・ユニットロード（サイズ）を考慮して、製品を開発している。(22) 
出典）経済産業省・(社)日本ロジスティクスシステム協会『2003 年度環境調和型ロジスティクス推進マニュア

ル』 
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6) フォークリフトにおけるエネルギー種類の転換（ガソリン→電気） 

◆算定式 

 
 
2.1.2 削減量の按分について 
I 編 3.3 に示したように、削減取組に対応した削減効果については、自ら関与した取組に対応す

る削減効果のみを算定することを標準とする。 
また、複数荷主が共同で利用している物流拠点の場合、削減効果のうち自らの荷物に関するもの

を按分して求める必要がある。按分手法については、CO2 排出量算定の場合と同様に下記が挙げ

られる。 
 

按分方法 対応する排出源 適用可能な対象 

面積按分 照明・空調 面積契約を行っている又は１棟単位で利用している場合

の倉庫 
物流量按分 動力（コンベヤ、フ

ォークリフト等） 
上記以外の倉庫 
通過型物流拠点（トランスファーセンター） 
流通加工を含む物流センター 

容積按分 冷凍冷蔵庫 （建物の天井高さはフロアによってもあまり変わらない

ため、面積按分とほぼ同じになるケースが多い） 
料金按分 なし（簡易法） 上記の按分方法が難しい場合 

注 1：面積･･･荷主の荷物の荷役や保管に利用する荷捌き場・倉庫の面積等 

物流量･･･荷主の荷物の物流量（トン・m3） 

容積･･･荷主の荷物の保管に利用する倉庫の容積 

注 2：網掛けは、主に利用が想定される手法 

表 III-5 物流拠点からの CO2 排出量の按分方法と適用方法（再掲） 

 
2.1.3 削減量の算定におけるデータ把握方法 

削減量算定の場合にも 1.1.2 に示した要領でデータ把握が必要になると考えられる。必要なデ

ータとしては、電気使用量及び按分計算に必要な面積、物流量、容積、料金等のデータが挙げら

れる。 
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2.2 計画算定時の目標設定方法 
2.2.1 取組別削減目標の設定方法 

目標設定を行う削減対策を選定するにあたっては、第Ⅱ編と同様に下記のようなプロセスによ

る検討を行うことが考えられる。 
① CO2 排出量等の調査と評価分析 
② 削減対策の個別検討 
③ 削減対策の選定 

 
検討ステップ 検討内容 

CO2 排出量等の調査と評価 企業の物流拠点における燃料消費（自家輸送/委託分）の実態を

把握する。 
削減対策の個別検討 実施可能な対策の抽出を行い、その実施可能性について、費用

対効果等の観点から検討を行う。 
削減対策の選定 上記検討結果に基づき、削減目標を立てて実施すべき対策を選

定する。 
表 III-6 削減対策検討のステップ 

 
2.2.2 目標設定方法 

(1)実施方法と目標値 
上記検討ステップを経て選定された削減対策について、その具体的な実施計画を策定する。 
・実施計画における記載項目（例） 
・対策の実施対象、実施期間 
・対策実施による削減目標（総量/原単位） 
・得られる CO2 削減効果 
・対策実施に必要なコスト 
・費用対効果等 
省エネ/CO2 削減の目標値については、既存の導入事例あるいは試験的実施により得られた

実績値をベースに適切な値を設定する必要がある。 
 

(2)データ入手方法 
試験的な実施データ等が存在する場合には、削減量算定方法の内容に準じ、データを取得す

る。 
実績データがない場合には、他の導入事例を活用する。 
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IV 編 課題と今後の展開 

本ガイドラインは現時点での各種の成果をもとに現状における標準的算定手法を示している。

しかしながら今後新たな意見が得られれば、より精度の高く経済的にも合理的な算定手法となる

よう見直していくことが求められる。 
ここでは、現時点で考えられる課題と今後の展開について示す。 
 
(1)算定対象範囲 

本ガイドラインでは、物流の方法を規定しておりデータの把握や削減対策を講じる能力があ

るという観点から荷主の算定対象範囲を原則として物流コストの負担範囲としている。一方、

平成 18 年 4 月より施行される省エネ法（エネルギー使用の合理化に関する法律）では、荷物

の所有権を基準として荷主の算定対象範囲を設定している。この二つの間では、物流業者の手

配やコスト支払を行う仲介業者等で扱いが異なってくると考えられるが、事業者の混乱を招か

ないようコスト負担範囲と荷物の所有権とで範囲が異なる場合の対処方法や自主的取組を推

進する上での法規制範囲を超えた把握のあり方についてさらに検討を進める必要がある。 
特に、小売業等では物流コストを負担せず、荷物の所有権も移転しないが、物流方法をコン

トロールしている場合がある。このような場合、物流における環境負荷削減のための方策を小

売業者等が講ずることもできると考えられるため、このような場合の着荷主としての取組のあ

り方やそれに応じた算定対象範囲の設定方法についても検討すべきである。 
 

(2)新たな算定手法・原単位等の収集 
 (社)日本ガス協会では CNG 車を利用した場合の燃費や改良トンキロ法原単位の作成を進

めている。 
このように新たな算定手法や原単位の整備が今後とも徐々に進むことが想定されるため、こ

れらの手法や原単位が完成した際には本ガイドラインに取り込んでいくのが望ましい。 
 

(3)他の輸送モードへの展開 
本ガイドラインは輸送モードを限定しておらず、記載がトラックに準じた形になっていても

船舶や鉄道等に読み替えることで利用できる。しかし、船舶の原単位は船種別等の詳細化を検

討したものの採用しておらず、鉄道の算定方法も実質的に従来トンキロ法しかない等、他の輸

送モードの算定方法の整備は十分に進んでいない。 
モーダルシフトはトラックから船舶または鉄道への移行を意味しているが、船舶及び鉄道に

ついて依然として一種類の原単位に留まり実態を十分反映していない可能性があることや、船

舶及び鉄道輸送における荷主の取組を反映できない等を考えればモーダルシフトの評価を的

確に行えるようにするためにも船舶及び鉄道の算定手法を今後改善していくことが求められ

る。 
なお平成 18 年度には船舶についてサイズや船種区分別に分けた原単位を試算したが、船舶

の分布には偏りがあるとともにサイズ（総トン数）と原単位に一貫しない傾向もあることから
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これが一般的な傾向として示せるものかどうか等を今後精査の上、本ガイドラインとしても採

用するかどうかを検討する必要があり、今後の課題となる。 
また、モーダルシフトの評価にはモードの転換（結節点）で港湾や船舶での荷役等が発生す

るためそれに伴う CO2 排出量もあわせて把握し、全体を一体的に見ることができるようにす

るのが望ましい。これらのことを考えると、標準原単位等の充実や各モード固有の問題への対

処方法等も含めてさらに検討を進める必要がある。 
 

(4)各算定手法の位置づけと精度の検証 
本ガイドラインでは現在考えられている算定手法をもとに各手法の位置づけを行った。 
算定手法やデータの取り方を組み合わせれば多数の算定手法が取りうるがそれぞれについ

てどの程度の精度になるのか実際の物流活動に適用して具体的な数値を検証する必要がある。

またどの程度の精度を確保すべきか、ある一定レベルの精度を確保するためにはどのような方

法を採用すべきかについての指針を得ることが重要である。 
 

(5)実現可能性の検証 
本ガイドラインでは現状では困難なものの本来あるべき手法も今後を見据えて掲載してい

る。しかし、現状でもある程度の実施可能性を確保することが今後の普及を考えると重要であ

る。経済産業省及び国土交通省では、実現可能性をデータ把握可能性等の面から調査している

が、実際に本ガイドラインで示した手法をどの程度の詳細度でどの程度の精度で適用可能なの

かについてはさらに検証が必要である。 
 

(6)標準原単位等の更新・管理 
本ガイドラインの内容は、常に最新の知見を取り入れ更新していくことが必要である。特に、

時代とともに本ガイドラインに記載されているような標準的な CO2 排出原単位等の係数は変

化するため、常に最新の値を算出するとともに普及していくよう、これらの係数を維持管理す

る体制を明確にすることが求められる。 
なお、改良トンキロ法の CO2 排出原単位は自動車輸送統計のデータから作成しているが、

自動車輸送統計の調査方法は見直しされる予定である。このため、今後の原単位の更新方法に

ついて検討する必要がある。 
 

(7)削減対策の評価方法の標準化 
今回のガイドラインでは、具体的評価方法については既存の評価方法を例示するに留まって

いる。しかし、グリーン物流パートナーシップ会議では補助事業に対して本ガイドラインの適

用を進めており、今後削減対策における削減効果をより正確 
に評価できることが求められる。このため、削減対策の事例を充実させ、算定式を標準化し

ていくことが望ましいと考えられる。 
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(8)標準化（普及）の推進 
本ガイドラインは多くの企業に普及し、標準として認知されて始めて十分な効果を発揮する

ものである。このため、現在動きつつある各種のチャネル（経済産業省及び国土交通省による

グリーン物流パートナーシップ会議を通じて宣伝・普及を図る必要がある。また、事業者の意

見のフィードバックを行い、内容を改善することが望ましい。 
 

(9)技術的解決策の検討 
本ガイドラインで示した燃料法と燃費法は精度が高いものの荷主別按分が必要となり、荷主

別按分に必要なデータを把握するのが難点である。しかし、輸送計画システム等の情報システ

ムや、デジタルタコグラフ等の車載機器を活用することにより、より詳細な車両ごと荷物ごと

のデータが把握可能になり、荷主別按分も可能となることが期待される。 
このため、現在導入されつつある技術により本ガイドラインで必要となる事項がどれだけ容

易に実現できるのか検討するとともに、技術的な解決策の支援方策等もあわせて検討する必要

も考えられる。 
 

(10)システムにおける標準化の検討 
荷主がより精度良くデータを把握しようと考えた場合、物流事業者からデータを入手するこ

とが必要となる。一方荷主からも重量データについては物流事業者に提供することが必要とな

る。この際、荷主ごと、物流事業者ごとにデータ授受の方法が異なった場合、データの授受が

非常に煩雑となり算定が困難となる。また、紙でデータの受け渡しをする方法だけでは膨大な

データの取扱いは困難である。 
このような問題意識から、データ交換における標準化の検討を行い、「二酸化炭素排出量関

連データ交換のための手引き」が作成されている。今後は本ガイドラインと「二酸化炭素排出

量関連データ交換のための手引き」とで連携してより効率的かつ精度の高い二酸化炭素排出量

算定が実現させていくことが求められる。 
 

(11)法制度との連携 
平成 18 年４月から施行される省エネ法の改正により運送事業者、荷主双方が一定規模の物

流活動を行っていた場合に規制対象となり、計画と定期の報告が義務付けられることとなった。 
同制度では既に本ガイドラインで示す一部の算定手法を活用しているが、本ガイドラインの

利用者の中にも同制度により報告義務が生じる企業が多数いることから今後とも本ガイドラ

インにおいて更新された内容を法制度にも適宜取り入れ、自主的取組と法制度に基づく取組の

双方の連携を進めていくことが求められる。 
 

(12)自主的取組での活用 
現在、産業界では業界レベルの自主行動計画を策定し、地球温暖化対策のための自主的取組

を推進している。今後は物流分野での取組も拡大する方向であるため、今後業界単位での自主

的取組に本ガイドラインの考え方を取り入れ、より幅広い取組につなげていくことが期待され
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る。 
また、個別企業としてもグリーン物流パートナーシップ会議等の場を利用して自主的な取組

を推進していくことが期待される。 
 

(13)国際的展開 
現在、温室効果ガス排出量の算定手法については各種の方法が検討されており、国際標準と

して ISO14064 が制定されたとともに、その JIS 化も検討されている。しかし、ISO 以外の

標準化事例も含め、物流分野での荷主の排出量をどのように算定するのかについて具体的な算

定手法を標準化した事例はない。また、グローバル展開を行う企業にとっては国際物流の比率

が高い企業もあり、国内に留まらず輸出入や海外での物流も含めて把握したいというニーズが

ある。この場合、算定手法が標準化されていれば全世界で一体的に把握することが可能となり、

世界全体での取組の推進に寄与する。逆に国外で新たに異なる算定方法が要求されることとな

ると企業としては対応が難しくなる危険性もある。 
このため、我が国からの提案としてまず本ガイドラインの考え方や手法を国際的に発信し、

諸外国との対話により認知度を高める必要がある。また、ISO や GHG プロトコル等の国際動

向を整理して有効な国際展開方策を引き続き検討する必要がある。 
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